
事 業 概 況 （令和８年６月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和８年度労災保険業務機械処理の令和８年６月末現在における保険給付支払総額は 2,109億円で、前年同期に比べて

2.0％増となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が 1,041億円で 49.3％と最も大きく、次いで療養補償給

付が 682億円で 32.3％を占めている。以下、休業補償給付が 12.3％、障害補償一時金が 3.6％、遺族補償一時金及び介護

補償給付がそれぞれ 1.0％、葬祭料及び二次健康診断等給付がそれぞれ 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が 13.4％増、障害補償一時金が 6.5％

増、介護補償給付が 5.2％増、葬祭料が 4.0％増、休業補償給付が 3.3％増、療養補償給付が 2.8％増、遺族補償一時金が

2.4％増、年金等給付が 0.8％増となっている。（第１表） 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 752億円で 35.7％、「建設事業」が 556億円で 26.4％、

「製造業」が 465億円で 22.1％となっている。以下、「運輸業」が 11.5％、「鉱業」が 2.2％、「林業」が 1.3％、「船舶所

有者の事業」が 0.4％、「漁業」が 0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「その他の事業」が 5.8％増、「運輸業」が 2.8％増、「製造業」

が 0.6％増、「船舶所有者の事業」が 0.2％増、「漁業」が 0.1％増となっているのに対し、「電気、ガス、水道又は熱供給

の事業」が 8.1％減、「鉱業」が 5.7％減、「林業」が 5.0％減、「建設事業」が 0.6％減となっている。（第２表） 

 

 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 206,630,052 100.0 1.5 210,864,806 100.0 2.0

療 養 補 償 給 付 66,289,428 32.1 4.9 68,173,038 32.3 2.8

休 業 補 償 給 付 25,062,852 12.1 1.3 25,889,124 12.3 3.3

障 害 補 償 一 時 金 7,157,218 3.5 0.1 △  7,623,326 3.6 6.5

遺 族 補 償 一 時 金 2,083,515 1.0 3.3 2,134,206 1.0 2.4

葬 祭 料 427,519 0.2 10.3 444,821 0.2 4.0

介 護 補 償 給 付 1,957,164 0.9 0.4 2,059,081 1.0 5.2

年 金 等 給 付 103,220,735 50.0 0.6 △  104,051,964 49.3 0.8

二次健康診断等給付 431,621 0.2 7.2 489,246 0.2 13.4

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

　　　合計が合わない場合がある（以下、各表同じ）。

(注2) 本表の数値は、金額は百の位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っているため、

令和7年度　7年6月末 令和8年度　8年6月末
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第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況



 

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 587億円で 56.4％と最も大きく、次いで障害補償

年金が 403億円で 38.7％、傷病補償年金が 51億円で 4.9％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 337 億円で 32.4％、「製造業」が 287 億円で 27.6％、

「その他の事業」が 237億円で 22.7％となっている。以下、「運輸業」が 11.5％、「鉱業」が 3.2％、「林業」が 1.5％、「漁

業」及び「船舶所有者の事業」がそれぞれ 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.3％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 206,630,052 100.0 1.5 210,864,806 100.0 2.0

林 業 2,856,546 1.4 2.1 △  2,713,926 1.3 5.0 △  

漁 業 565,065 0.3 3.5 △  565,484 0.3 0.1

鉱 業 4,832,419 2.3 8.8 △  4,557,849 2.2 5.7 △  

建 設 事 業 55,993,824 27.1 0.1 55,639,858 26.4 0.6 △  

製 造 業 46,266,864 22.4 0.8 △  46,527,077 22.1 0.6

運 輸 業 23,574,474 11.4 3.0 24,236,799 11.5 2.8

電 気 、 ガ ス 、 水 道
又 は 熱 供 給 の 事 業 493,318 0.2 9.3 453,573 0.2 8.1 △  

そ の 他 の 事 業 71,128,970 34.4 4.6 75,249,645 35.7 5.8

船 舶 所 有 者 の 事 業 918,572 0.4 4.7 920,595 0.4 0.2

金 額 構成比
対前年
同　期
増減率

金 額 構成比
対前年
同　期
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第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和7年度　7年6月末 令和8年度　8年6月末

令和8年度　8年6月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 40,262,649 58,667,851 5,121,464 104,051,964 100.0

林 業 450,408 1,073,582 55,130 1,579,120 1.5

漁 業 95,587 290,756 9,284 395,628 0.4

鉱 業 336,694 2,686,767 321,906 3,345,366 3.2

建 設 事 業 10,393,099 21,464,637 1,886,530 33,744,266 32.4

製 造 業 13,984,327 13,905,342 833,411 28,723,081 27.6

運 輸 業 4,656,914 6,740,427 560,936 11,958,278 11.5

電 気 、 ガ ス 、 水 道
又 は 熱 供 給 の 事 業 65,233 195,290 9,604 270,127 0.3

そ の 他 の 事 業 10,151,618 12,075,431 1,429,114 23,656,163 22.7

船 舶 所 有 者 の 事 業 128,768 235,618 15,549 379,935 0.4

構 成 比 38.7% 56.4% 4.9% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

構成比

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況



保 険 料 

 

  令和８年度労災保険業務機械処理の令和８年６月末現在における保険料徴収決定済額は 3,593億円で、前年同期に比べ

て 9.1％増となっている。保険料収納済額は 424億円で、前年同期に比べて 11.9％増となっている。また、収納率につい

てみると 11.8％となっており、前年同期に比べて 0.3ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 1,687 億円で 46.9％と最も大きく、次いで「建設

事業」が 760 億円で 21.1％、「製造業」が 708 億円で 19.7％を占めている。以下、「運輸業」が 9.9％、「船舶所有者の事

業」が 1.2％、「林業」が 0.4％、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.3％、「漁業」が 0.2％

となっている。（第４表） 

 

 

 

区　分　

令和7年度 令和8年度 令和7年度 令和8年度 令和7年度 令和8年度

　業　種 7年6月末 8年6月末 7年6月末 8年6月末 7年6月末 8年6月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 329,387,805 359,298,011 100.0 9.1 37,911,897 42,419,211 100.0 11.9 11.5 11.8

林 業 1,228,003 1,512,332 0.4 23.2 388,533 425,164 1.0 9.4 31.6 28.1

漁 業 406,177 641,818 0.2 58.0 95,270 103,913 0.2 9.1 23.5 16.2

鉱 業 792,109 933,145 0.3 17.8 65,145 84,859 0.2 30.3 8.2 9.1

建 設 事 業 69,932,302 75,965,824 21.1 8.6 18,455,034 20,583,042 48.5 11.5 26.4 27.1

製 造 業 60,328,564 70,781,949 19.7 17.3 2,966,702 3,571,103 8.4 20.4 4.9 5.0

運 輸 業 33,520,731 35,485,136 9.9 5.9 1,288,680 1,472,419 3.5 14.3 3.8 4.1

電気、ガス、水道
又は熱供給の事業 1,107,622 966,243 0.3 12.8 △ 17,867 19,084 0.0 6.8 1.6 2.0

そ の 他 の 事 業 158,791,020 168,656,949 46.9 6.2 14,291,897 15,803,775 37.3 10.6 9.0 9.4

船舶所有者の事業 3,281,277 4,354,615 1.2 32.7 342,770 355,851 0.8 3.8 10.4 8.2

構成比
対前年
同　期
増減率

構成比
対前年
同　期
増減率

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率


